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第４章 整備スケジュール 

 

１．稼働開始までに必要な法手続き 

 廃棄物処理施設の整備に係る関連法令を図 4-1-1 及び表 4-1-1 に示す。 

次期中間処理施設の整備にあたっては、これらの法令に関する必要な手続きを本章 2 項に示すス

ケジュールで進めるものとする。 

 なお、地域振興策へのエネルギー供給等に係る法的手続きについては、今後、地域振興策との

協議により検討するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版 

図 4-1-1 廃棄物処理施設の整備に係る関連法令 
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出典）ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版 

表 4-1-1 廃棄物処理施設の整備に係る関連法令 
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1 　循環型社会形成推進地域計画

2 　ごみ処理基本計画（改訂）

3 　関係町内会組織との合意形成（整備協定書の締結）

4 　用地測量・用地買収（本体）

5 　地質調査（ボーリング調査）

14 　稼働開始

15 　現施設の延命化工事 ※ 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目供用開始1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

8
　施設整備基本設計
　　①基本設計（造成設計を含む）
　　②技術提案・審査・総合評価（アドバイザリー）

9
　環境影響評価（県条例アセスメント）
　　①事業計画概要書　　②方法書　　③準備書・現地調査（四季調査）
　　④予測・評価　　⑤施工時調査　　⑥事後調査

10
　埋蔵文化財調査
　　①現地調査　　②報告書作成

11
　都市計画
　　①都市計画協議　　②都市計画決定案の公告及び縦覧
　　③印西市都市計画審議会

13
　次期中間処理施設建設工事
　　①契約締結・実施設計　　②建築確認申請　　③施設設置届
　　④造成工事　　⑤建設工事　　⑥試運転

工事 工事・竣工

12
　アクセス道路の工事
（測量・予備設計・用地買収・発注図書作成を含む）

Ｈ39
（2027）

6
　施設整備基本計画
　　①処理方式の検討　　②施設配置、余熱利用、発電等の検討
　　③事業方式の検討

7

　地域振興策
　　①地域振興策の検討
    ②地域振興策　基本計画・各種調査（全体計画）平成28年度以降
　　③地域振興策　基本設計（余熱利用施設）平成28年度以降

Ｈ34
（2022）

Ｈ35
（2023）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度 Ｈ27
（2015）

Ｈ28
（2016）

Ｈ29
（2017）

Ｈ30
（2018）

Ｈ31
（2019）

Ｈ32
（2020）

Ｈ33
（2021）

Ｈ40
（2028）

Ｈ41
（2029）　　　　　項目

Ｈ36
（2024）

Ｈ37
（2025）

Ｈ38
（2026）

循環型社会形成推進地域計画

第2次計画 ： H24－H28

第3次計画 ： H29

市道松崎・吉田線

開通予定

２．年度四半期単位の整備スケジュール（参考） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：各スケジュールには発注期間を含む 
※循環型社会形成推進交付金の交付対象事業である廃棄物処理施設基幹的設備改造（延命化工事）は、築 25 年未満の施設については、事業後 10 年以上施設を稼働することが、交付要件となっている。  
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３．スケジュール延伸の主なリスクの抽出 

 事業のスケジュール延伸に繋がると考えられる主なリスクを以下に示す。 

 

・環境影響評価において猛禽類の営巣・繁殖が確認され、繁殖に対する工事の影響が大きい

と判断された場合、工事制限時期が設定され、工事内容等の制限が求められる懸念があ

る。 

 

・建設候補地は面積の約 65％が埋蔵文化財包蔵地となっており、埋蔵文化財調査が必要とな

るが、調査状況によっては、事業スケジュールが延伸する可能性がある。 

 

・電力供給を受けるにあたり、特別高圧線を引き込むこととなった場合、電力会社の協議が

必要となり、鉄塔等の工事に時間及び費用を要する可能性がある。 

 

・造成工事の規模（切下深さ）によっては、工事期間に影響を及ぼす。 

 

・建設候補地は公募により選定され、同意書を取り交わしていることから取得に対してのリ

スクは少ないと考えられるが、アクセス道路、水路改修等による建設候補地外の用地取得

等において時間を要する可能性がある。 
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